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化

総事業費

る風力発電推進市町村全国協議会の事業を活用する。

実績 実績

実績 実績

千円

事務事業評価シート 事業種別 継続 補助 事業類型 Ⅰ ソフト事業 １次評価のみ対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称

事業名 75 新エネルギー推進事業
会計 01 一般会計

款 02 総務費

基本施策 25 地球環境にやさしい生活を送る
項 01 総務管理費

目 06 企画費

施　策 2 新エネルギー等の導入（総合計画　Ⅲ基本計画　ｐ１１３）　
細目 102 地域振興経費

細々目 11 新エネルギー推進事業

基 本 計 画 該 当 頁 113
担当部課

コード 700100 評価者
氏　名

山本　　　清 連絡先
47 - 1150

行革大綱の重点事項番号 7 名称 大山田総務振興課 (内線) 230

事業の計画・内容

事
業
目
的

対象等（何が、誰が） 成果（どうなるのか）

・伊賀市の市民
情報共有、情報交換により、クリーンエネルギーである風力発電の必要性、重要性を認識し、地球温暖

（※対象件数 ）

開始年度 平成 14 年度 関連事業

終了

本
年
度
事
業
内
容

新エネルギー利用等の促進に関する特別年度 平成 年度 根拠法令・要綱等

・風力発電施設青山高原ウインドファームの広域的広報
・風力発電推進市町村是国協議会との情報共有及び情報交換
・ウインドパーク笠取整備に係る民間事業者への行政的支援

措置法

状
況
変
化
等

大山田村当時、「環境」「省エネルギー」「新エネルギー」に対する積極的取り組みが、また新たに
「風力発電施設」という形で整備されたことにより、住民意識の高揚を図り、次代の要求に促した政
策推進で地域の活性化に役立てるとともに、風力発電による事業収益を図ることで、将来の子ど
も達に意義ある施設として推進を図るということを目的に、旧大山田村や旧久居市、民間事業者
が出資した、（株）青山高原ウインドファームと連携し、各事業に取り組んできた。伊賀市になり、こ
の施設の認知度は全市的にみて高いといえないので、今後、環境面から広域的にPRを行う必要
がある。また、（株）青山高原ウインドファームとの連携を強化するとともに、当分野の情報源であ

整備内容 事業実績

活動指標 単位
1 建設用地 実績値 目標値

2 建設面積（延床面積）

風力発電推進市町村全国協議会との情報交
回

H17 H18 H19

10

H20

12
3 規模・構造 目標 ― 目標 ー

換回数 実績 7 実績 8
目標 目標

運営体制 実績 実績

運営主体 目標 ― 目標

　委託先 （ ） 実績 実績

2 配置（予定）人員 人 目標 ― 目標

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円 実績 実績

目標 ― 目標

評価指標

事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位
実績値 目標値

風力発電推進市町村全国協議会及び関 市の個性（環境資源）を生かした風力発電の整備促進を図るため、関係
回

H17 H18 H19

10

H20

12
目標 ー 目標 ー

係機関等との情報交換回数 機関との情報共有、情報交換が重要 実績 7 実績 8
目標 目標

評価
評価項目

必要性

ポイント

4

評価項目についてのコメント

市の個性（環境資源）を生かした新エネルギーへの取り組みを内外に情報発信するための事業

有効性 2 風力発電推進市町村全国協議会を介しての活動であるが、これに積極的に参加できない。

達成度 3 情報交換により、管内で民間による新たな風力発電計画（ウインドパーク笠取）が、進められている。

効率性 3 風力発電推進市町村全国協議会の会費のみとなっており、最低限必要な経費だけである。

総合評価 事業の方向性 改善についての取り組み

ｃ 変更 本事業を大山田支所地域振興事業から伊賀市全体の環境事業として執行体制を見直していくことが必要である。

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７年度 決算内容 平成１８年度 決算内容 平成１９年度 計画内容 平成２０年度 計画内容
事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額

委託
　 (千円) 　 (千円) 　 (千円) 　 (千円)

工事

旅費 3
進捗率
(％)

負担金 1 年 20 負担金 1 年 20 負担金 1 年 20 負担金 1 年 20
事業費計(A) 　 Σ 23 事業費計(A) 　 Σ 20 事業費計(A) 　 Σ 20 事業費計(A) 　 Σ 20

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.1 人 720 人件費（Ｂ） 0.1 人 720 人件費（Ｂ） 0.1 人 720 人件費（Ｂ） 0.1 人 720

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 743 740 740 740

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 23 20 20 20

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 23 20 20 20
計 23 20 20 20

備
考

特定財源の名称・補助基本額・率
地方債の区分と充当率等

民間委託等指定管理直営
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